
銀行名 事例名 頁

青森 「≪あおぎん≫『食の名匠』養成塾」の開塾 1

青森 産学官金連携による寒冷地型植物工場の新設および6次産業化への取組み支援 2

岩手 再生可能エネルギーの普及に向けた取組み 3

東北 地方自治体との連携プロジェクト 4

北都 日本製紙ウェンティ風力株式会社に対するプロジェクトファイナンス 5

荘内 とうほくのみらい応援（6次産業化）ファンドを活用した被災地のアグリ・6次産業化支援 6

足利 「あしぎんPFI塾」の開催 7

武蔵野 地域包括ケアシステムの一角を担うワンストップ在宅ステーション開設支援 8

第四 自治体への観光分野でのマッチング支援 9

北越 「花火玉」を担保とした資金調達スキームの提供 10

山梨中央 山梨中銀ツーリズム支援デスクの設置について 11

山梨中央 地域の医療介護ニーズへの対応支援 12

山梨中央 省エネルギー対策支援 13

北陸 6次産業化ファンド出資事例　能登のワイナリーによるレストラン経営支援 16

富山 地方創生に係る地域ブランド品のビジネスマッチング成約による新規融資の取扱 17

福井 「ふくい観光活性化ファンド」設立による地域活性化支援の取組み（H27.8.5設立） 18

十六 長良川ＤＭＯとの連携による観光産業への支援 19

静岡 事業性評価を活用した地域活性化への取組み 20

静岡 地域インバウンド対応支援 21

静岡 地方創生ローンによる地域開発資金の支援 24

静岡 M&Aによる後継者問題の解決および地域医療体制の維持 25

滋賀 地域における成長産業への支援 26

京都 企業の農業分野への進出に関するセミナーの開催 29

但馬 観光ＤＭＯへの参画 30

中国 地域資源を活用した産学官金連携事例 31

阿波 「瀬戸内ブランドコーポレーション」「せとうち観光活性化ファンド」を設立 32

百十四 農林漁業成長産業化ファンドを活用した6次産業化支援 33

伊予 「せとうちＤＭＯ」への参画による観光支援の取組み 34

伊予 「ものづくり支援チーム」による地域産業の課題解決の取組み 39

四国 量販店の6次産業化・農業法人設立支援 40

筑邦 ＰＰＰ事業（自治体による電力小売事業）への取組み 41

筑邦 ＡＢＬ（動産担保）を活用した融資の取組み 42

佐賀 地域における成長産業への支援（６次産業化支援） 43

佐賀 医療機関（病院）病床機能転換の支援取組み事例 44

親和 「水産事業者向け個別相談会」の開催（産学連携の取組強化） 45

肥後 食と観光に関するフェア実施による国内外に向けた情報発信 46

肥後 県内医療機関への取引推進 47

宮崎 オール宮崎産の地ビール製造支援の取り組み 48

宮崎 「妙見(みょうけん)温泉郷」活性化への取組み 50

鹿児島 自治体向け観光商談会 52

鹿児島 システムソフトを活用した医業分野の推進について 53

「地域における成長産業（農業、観光、エネルギー、医療、介護等）への支援」の事例（全41事例）



 
 

銀行名 青森銀行 

タイトル 「≪あおぎん≫『食の名匠』養成塾」の開塾 

取組み内容 

 

１．経緯 

  青森県の平成26年農業産出額は2,879億円（東北1位、全国8位）であり、 

本県は全国でも有数の食料生産県である。 

  一方で、県内で生産される食用農林水産物の多くが生鮮のまま県外へ出荷され

ている中、加工食品の原料となる中間加工品（一次加工品）の多くが県外から移

入されている等、県内において付加価値の創出が十分に行われていない現状があ

る。 

  このような現状認識と併せて、政府による輸出も含めた農林水産業の成長産業

化の促進を機会と捉え、「儲かる商い」を実現できる事業者の育成を目的とし、

国立大学法人弘前大学食料科学研究所との共催により、「≪あおぎん≫『食の名

匠』養成塾」を開塾した。 

 

２．取組内容 

  地域連携や収支に関する考え方、機能性、衛生管理、販売戦略（ＷＥＢ・デザ

イン）、輸出等、幅広くテーマを設定し、産学官金が一体となって用意した 13

カリキュラムを塾生43名が受講。塾生は、これら一連のカリキュラムにより習

得した知識を活用しながら、今後のビジネスプランを策定した。 

 

３．成果 

  ・塾生とのリレーション強化および事業性把握の深化により、複数先との新規

融資取引開始に繋がった。 

  ・農産物の一次加工業務に関し、塾生間での取引成約に至っている。 

  ・今後は塾生が策定したビジネスプランの実現に向けて引続き支援を行う。 
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銀行名 青森銀行 

タイトル 産学官金連携による寒冷地型植物工場の新設および6次産業化への取組み支援 

取組み内容 

 

１．経緯 

  当事業を担ったＡ社（土木・造園工事業）の代表は、以前より県内外のアグリ

関連セミナーに積極的に参加しており、農業に強い関心を持っていた。 

青森県は全国的に見ても農業が盛んな県である一方、降雪地域という特性か

ら、農産物の栽培に適する期間が限定的であるという課題を抱えている。そこで

当社は、寒冷期においても農産物を栽培できる環境インフラを整備したいとの思

いにより、本事業を始めるに至った。 

本事業を産学官金連携により進めることにより、寒冷地による農産物栽培ビジ

ネスモデルを構築することが狙い。当行では本事業価値に着目し、資金供給のみ

ならず、産学官金連携の上取り組み支援を行ったもの。 

 

２．取組内容 

・動産担保融資の手法を活用した資金供給 

・収支計画策定支援 

・県内企業とのビジネスマッチング 

⇒型崩れした商品については市場に出荷できずにいることから、当行より青

果加工業者等を紹介する等の販路拡大支援を実施。 

※産学官金の各役割は下表の通り。 

 

・木質バイオマス熱利用と地下

　水ヒートポンプのハイブリッ

　ド加温システムの導入

・設備メンテナンス、改善提案

・栽培技術指導

・環境制御技術指導

・地下水、沢水の水温利用

産 学

・資金供給

・収支計画策定支援

・販路開拓支援

・専門家派遣

・栽培技術者派遣

・補助金交付
・先進事例の視察

官

Ａ社

金
 

３．成果 

・寒冷地における新たな農業参入ビジネスモデルの構築支援。 

・木質バイオマスを活用した熱供給による環境負荷軽減への貢献。 

・斯かる取組みが、マスコミや業界紙等に取上げられＡ社の認知度が向上。今

後は出荷量・品質ともにさらなる向上を目指し、収益機会拡大を図る。 
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銀行名 岩手銀行 

タイトル 再生可能エネルギーの普及に向けた取組み 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

平成２４年７月に「固定価格買取制度」が実施されて以降、マーケットが拡

大した再生可能エネルギー事業を成長産業と捉え、クリーンなエネルギーであ

る再生可能エネルギーの普及に向けた事業化支援を実施している。 

 

【取組内容】 

（１）専門業者や事業用地の紹介などのビジネスマッチングを通じたソリュー

ション営業を展開することで事業化を支援。 

（２）売電債権等に対する質権設定や発電設備一式を集合動産譲渡担保として

取得するなど、ＡＢＬ手法を活用した不動産担保に依存しないスキームの

提供により事業化を支援。 

（３）当行がアレンジャーとなり東北主要地銀６行（当行、青森、秋田、七十

七、山形及び東邦）で、県内の大型メガソーラー事業プロジェクトファイ

ナンスを組成。平成２７年１２月から運転開始済み。 

（４）県内外の再生可能エネルギー事業向けプロジェクトファイナンスに融資

金融機関として積極的に参加。 

 

【取組効果】 

（１）再生可能エネルギー事業への進出が実現し、地域エネルギーの創出に寄

与するとともに新たな収益機会を獲得。 

（２）当行にとっても、東北主要地銀をリードしてプロジェクトファイナンス

を組成できるクオリティを有していることを対外的にアピールした。 
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銀行名 東北銀行 

タイトル 地方自治体との連携プロジェクト 

取組み内容 

当行では、平成25年12月に遠野市と「農林水産業の活性化に関する業務推進協

定」を締結し、この連携プロジェクトから、平成27年2月に「遠野 どぶろく飴」

が商品化、発売されましたが、今般、同プロジェクトから第2弾商品として、「わ

かめのディップソース」が発売されました。わかめを使用したディップソースは国

内初となります。 

本商品は、当行の食のアドバイザーである㈱パイロットフィッシュ・五日市知香

氏が、大船渡市漁協末崎地区女性部の方々が開発したホワイトソースの商品化を検

討していたところ、当行と遠野市が6次産業化に向けて連携企画し、一般社団法人

遠野ふるさと公社が商品化を実現致しました。一般社団法人遠野ふるさと公社が運

営する遠野市内観光施設のほか、盛岡市内の商業施設でも販売されております。 

当行では今後も地方公共団体と連携を図りながら、地域の課題やニーズに対して

金融機関としての情報・ノウハウを提供し、ネットワークを活用するなどして地域

力の向上に努めてまいります。 
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銀行名 北都銀行 

タイトル 日本製紙ウェンティ風力株式会社に対するプロジェクトファイナンス 

取組み内容 

 

秋田県内には140基以上の風力発電所があるが、その殆どが大手商社などの資本

が独占しており、地域資源から創出される経済効果は県外に流出している状況。 

平成24年のFIT制度開始より、地元企業も風力発電事業に取り組み易い状況   

となり、平成24年9月に地元企業とともに風力発電会社「ウェンティ・ジャパン」

を設立。日本海側の優れた風資源を活用し発電施設の開発や運営、保守・管理等の

関連付随事業を展開する計画。 

 

前述の幣行パートナー企業である㈱ウェンティ･ジャパンと日本製紙㈱の2社が

スポンサーとしてSPC「日本製紙ウェンティ風力㈱」を設立。 

秋田県秋田市向浜地区の日本製紙秋田工場隣地に2,500kW級の風車を3基設置す

る計画で、上記のSPCとプロジェクトファイナンス契約を締結。 
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銀行名 荘内銀行 

タイトル 
とうほくのみらい応援（６次産業化）ファンドを活用した被災地のアグリ・６次産

業化支援 

取組み内容 

・平成23年3月の東日本大震災により名取北釜地区の農家が甚大な津波被害を受

けた。その際、被災農家が隣県である山形県の個人や企業から支援を受けたこと

が契機となり、農業を再開するにあたり、山形の企業をビジネスパートナーとす

べく、農業再開するための資金調達や販路のマッチングについて当行へ相談。 

・7戸の被災農家が名取市の補助金等使いながら、ハウス144棟で農業再開。補助

金申請に際しても当行でサポート。 

・また、農業だけでなく、1次加工等の6次産業化に向けた取り組みを開始すべく

生産管理システムや商品パッケージ、販路については山形県内企業を紹介し、マ

ッチングに成功。6次産業の事業を開始するにあたり、単なるマッチングだけで

なく、それら企業に資本面での協力を仰ぎ、とうほくのみらい応援（6次産業化）

ファンドを活用。 

・今後は1年目から3年目の第1フェーズを「生産基盤の確立」とし、4年目から

7年目の第2フェーズを「安定販路の確保（B to B）、直接販路の開拓（B to C）」

とし、8 年目以降の最終フェーズを「2 次加工品の製造」と位置付け、更なる 6

次産業化と地域貢献を進めていく予定。 

・当行としてもこのような復興支援をロールモデルとして引き続き、6次産業化ビ

ジネスの支援を強化していく。 
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銀行名 足利銀行 

タイトル 「あしぎんＰＦＩ塾」の開催 

取組み内容 

栃木県内では2件のＰＦＩの取組み実績があるが、大手企業のアレンジによるも

のであり、地元企業によるＰＦＩ事業への参加に向けてノウハウの習得・向上、ネ

ットワーク構築を目的として開催したもの。 

 

【主催】株式会社あしぎん総合研究所 

【参加者】栃木県内企業17社（19名） 

【講師】株式会社あしぎん総合研究所、一般財団法人日本経済研究所、当行 

 

【カリキュラム】 

・第1回 平成27年4月17日(金)  

栃木県が実施するＰＦＩ事業の説明、ＰＦＩの基礎知識 

・第2回 平成27年5月 8日（金）  

公表資料の見方①、ワークショップ（地域資源を活用したプロジェクト） 

・第3回 平成27年5月29日（金） 

公表資料の見方②、 

ワークショップ（設計建設部門について提案できること、地元経済活性化） 

・第4回 平成27年6月12日（金） 

リスク分担について、ファイナンススキーム、 

ワークショップ（リスク分担の考え方とリスク対応策） 

・第5回 平成27年6月26日（金） 

ＰＦＩ事業に参加した地域企業による体験談  

地域企業と大手の連携事例、意見交換会 

 

【成果】 

・参加した地元企業は、参加手法、公表資料の見方、提案方法などを習得、ワ

ークショップを通じて地域経済活性化に向けた具体的な提案を検討すること

ができた。 

・栃木県での総合スポーツゾーン東エリア整備運営事業の PFI 事業が進行して

おり、地域企業の参加に向けた意識の醸成、ノウハウ向上につながった。 

 

 

7/53



 
 

銀行名 武蔵野銀行 

タイトル 地域包括ケアシステムの一角を担うワンストップ在宅ステーション開設支援 

取組み内容 

 

１．経緯 

（１）同社はＳ市を拠点に訪問看護・訪問リハビリ事業を行い、また隣接した訪問

診療所と医療介護の連携を行う事業者である。 

（２）病院での治療を終えた終末期の患者や脳疾患等で、在宅医療、リハビリを必

要とする患者に対する手厚い在宅ケアに定評があり、地域中核病院（市立病

院及び大学病院）からの紹介が多く、常時待機患者がいる状況であった。 

（３）当社では、より良いケアのための人材育成・教育に重点を置いているが、現

在の事務所では手狭になり研修が間に合わなくなっていた。 

（４）そこで、新たに訪問診療（在宅医療）・訪問看護・訪問リハに、外来診療所、

職員研修所が一体となった拠点建設（ワンストップ在宅ステーション）を計

画（事業費４７８百万円）していたが、メイン行（メガバンク）が、事業計

画に懸念を示したため、当行に相談があったもの。（平成２７年１０月） 

 

２．当行の取組 

（１）当社は、地域中核病院と自社の訪問診療所、訪問看護及び介護の連携に実績

があり、自社にて地域包括ケアを実践している当社の事業は地域に不可欠な

存在になっている。（市健康福祉部からも評価を得ている。） 

（２）１拠点ながら看護師１０名、セラピスト３０名が在籍しており、機能回復に

着目したリハビリテーション（ホバーツ療法）の技術習得やその他ＯＪＴに

より、業界平均より職員離職率が低くなっている。 

（３）以上の点を事業評価し、地域の訪問医療介護のモデル事業になりうることも

考慮の上、支援したもの。（２８年１月） 

 

３．成果 

事業資金取扱３８３百万円（残額は自己資金） 

 

以 上  

 

8/53



 

銀行名 第四銀行 

タイトル 自治体への観光分野でのマッチング支援 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・各自治体は観光分野の情報発信に力を入れているが、旅行会社との接点に乏しい

ため、ＰＲする機会が少なかった。 

・上記のような悩みを抱える自治体が多くあったため、当行が毎年主催している

食・環境・健康の展示商談会を活用して、28 年 3 月に自治体向けの観光プロモ

－ションの場を提供した。 

 

【取組内容】 

・県外から中堅の旅行会社11社を招聘し、県内16自治体との個別商談会を設定。 

・各自治体は旅行会社に対して地域の観光資源や特産品をアピールするとともに、

来場者に対して地場産品の試食を行うブースを設けるなど、多面的な情報発信

を支援。 

 

【自治体にとっての効果】 

・自治体からは、「旅行会社あてのプロモーション活動は県外に個別出向かねばな

らないうえ、大手をはじめとしてなかなか真剣に話を聞いてもらえないため苦労

が多かった。県内に招聘してもらって一日で複数のプレゼンテーションができる

うえ、きちんと話をきいてもらえる旅行会社ばかりであり、大変役に立った」 

 との声が多くあった。 

・また、実際に旅行会社のパック商品に、今回の参加自治体の周遊が組み込まれる

など、成果に繋がっている。 
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銀行名 北越銀行 

タイトル 「花火玉」を担保とした資金調達スキームの提供 

取組み内容 

【 経 緯 】 

・ 新潟県の花火の生産量は全国でも上位に位置しているほか、新潟市や長岡市な

どの花火大会は大規模に開催され、県内における花火業界・煙火業界は観光な

どの面からも重要な産業の一つとなっている。 

・ 煙火業を営むＡ社は、新潟県小千谷市片貝の花火大会において、製造した花火

玉「四尺玉」を世界で初めて打ち上げるなど、業績を積み上げてきた。 

・ しかし、Ａ社の資金面においては、例年、売上代金の回収が秋口に集中し、そ

れまでの間、原材料費や人件費等の支払いが先行するといった課題があった。 

・ このようななか、当行は、Ａ社の資金繰り支援とともに地場産業の育成支援を

図るため、「花火玉」の価値やその販売先、製品の厳格な管理方法等に着目し、

資金調達スキームを検討した。 

【 取組内容 】 

・ Ａ社とリレーションを図り、ニーズを把握するなかで、全国にも例のない花

火玉を担保としたＡＢＬ契約を提案し、締結に至った。 

・ 契約締結後もフォローも継続的におこない、資金面全体の支援をおこなって

いる。 

【 効  果 】 

・ 本件の花火玉を担保とした資金調達スキームの提供は、お客さまのニーズ充

足と地場産業の活性化支援を図ったもの。 

・ 引き続き、事業特性に着目した資金調達スキームを提供するなど、地場産業

への支援を強化していく。 

 

以 上 
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銀行名 山梨中央銀行 

タイトル 山梨中銀ツーリズム支援デスクの設置について 

取組み内容 

【取組み経緯】 

東京圏に隣接している山梨県は、富士山、八ヶ岳をはじめとした自然景観、ワイ

ン・日本酒、フルーツ、歴史・文化といった豊富な観光資源に恵まれており、県内

を訪れる観光客は年々増加傾向にある。 

観光は、宿泊業のみならず、小売業や飲食業等さまざまな業種が関係し、幅広い

分野・産業に大きな経済的インパクトを与えていることから、観光立県を掲げる山

梨県においては、地域経済活性化のための有望な分野である。 

こうした幅広い業種が関係するツーリズム関連産業への支援を強化するため、平

成27年8月に「ツーリズム支援デスク」を設置し、営業統括部公務・地方創生室

内に専担者２名を配置した。 

 

【具体的な取組み内容】 

この「ツーリズム支援デスク」による支援の一環として、以下の取組みを実施し

ている。 

（１）旅行業界経験者を「観光アドバイザー」として招請し、取引先企業や地公体

からの個別相談に応じ、課題解決に向けた助言・提言を実施。 

（２）都内店舗における観光情報の発信のほか、SNSによるツーリズム関連情報の

発信。 

（３）セミナーの開催や免税店登録のサポートなどの情報提供。 

（４）山梨県、県内大学と連携した小売店、飲食店等への英会話サポートの実施。 

（５）各市町村の観光施策や峡東ワインリゾート構想のような広域観光施策への金

融機能を活用した支援。 
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銀行名  山梨中央銀行 

タイトル  地域の医療介護ニーズへの対応支援 

取組み内容 

 

【取組み経緯】 

・ 医薬品卸業を営むＡ社は、自社グループ内に調剤薬局Ｂ社および社会福祉法人

Ｃ会を有しており、グループの経営資源を活用した将来の事業展開を模索。 

・ Ａ社では、既にＣ会での特別養護老人ホームの開設を計画していたものの、開

設後も一次医療圏における介護サービスの供給が不足する状況を踏まえ、関連

事業への進出の検討を開始したいとの相談を受けた。 

・ 当行では、地域医療構想や地域包括ケアシステム等の医療介護業界の動向に関

する情報を提供し、事業モデルの検討に着手。 

・ マーケットの分析や関連法規の確認を踏まえ、グループ会社を含めた事業スキ

ームの検討および収支計画をＡ社とともに策定。 

・ また、施設建設地選定のための不動産情報についても提供。 

 

【事業スキーム】 

① 事業用地 

調剤薬局Ｂ社が賃借 

② 診療所（内科）兼訪問看護介護ステーション 

Ｂ社が建設し、本事業のために招聘した医師へ賃貸。 

（医師の個人事業として開始） 

③ 調剤薬局 

Ｂ社が建設し、グループ法人として新設したＤ社へ賃貸。 

（医薬分業を考慮し、Ｂ社の事業としない） 

 

【取組みの効果・成果】 

・ 地域において、診療所（外来）から訪問看護・介護、特別養護老人ホームまで

の一連の医療介護サービスの提供が可能となった。 

・ Ｃ会の特別養護老人ホーム建設にかかるつなぎ資金１５０百万円対応。 

・ Ｂ社による上記①②建設資金２５０百万円対応。 

 

【今後の展望】 

・ 診療所については、現状医師による個人事業の形態となっているが、将来的に

医療法人化し、Ａ社グループの中核的な位置付けとする予定。 

・ さらなる施設の多様化を図るため、サービス付高齢者向け住宅の開設について

も、今後検討していく予定。 
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銀行名 山梨中央銀行 

タイトル 省エネルギー対策支援 

取組み内容 

 

【取組み経緯・支援内容】 

・ 東日本大震災以降、中小企業者のエネルギーコストが増大する中で、当行にお

いては、省エネ対策の支援を積極的に実施している。 

・ 具体的には、「山梨中央銀行 省エネ対策プログラム」を策定し、公的支援策を

活用した省エネ診断やアドバイスの実施、および省エネ設備の導入・更新に活

用できる補助金・税制優遇措置等の活用など総合的な支援を行っている（別紙

1参照）。 

・ 中小企業者向けの補助金等公的支援策が拡充していることを踏まえ、補助金活

用の促進を目的として、関東経済産業局の担当者を講師として、県内および西

東京地区で「平成28年度 経済産業省補助金説明会」を開催（全4回開催）。 

・ 補助金等の活用支援においては、当行の業務アドバイザーやメーカー等の外部

専門機関と連携する中で、申請書の作成支援を実施している。 

 

【取組みの成果】 

・ 平成26年 4月以降、経済産業省が実施する省エネ関連補助金において、23先

の申請支援を実施し、うち 14 先が採択されたことで省エネ設備の導入・更新

につながっている。 

・ また、採択先のうち7先に対しては、補助金の利用とともに、当行で融資対応

を行った。 

・ 今後も、省エネ関連補助金を切り口とした取引先の省エネ対策支援とそれに伴

う融資創造に積極的に取り組んでいく。 
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「省エネ・節電診断」や、省エネ対策に対応する補助金等の活用サポート、資金調達に関する 

ご相談など、さまざまな情報をご用意し、中小企業のみなさまを応援いたします。 

専門家と連携して、省エネ診断やアドバ

イスを行います。 

公的支援策等の活用により、無料での

省エネ診断やアドバイスが可能です。 

 

省エネ設備の導入・更新に活用できる

補助金・税制優遇措置等公的支援策を

ご案内します。 

ご希望に応じて、補助金担当スタッフが

補助金申請のサポートを行います。 

山梨中央銀行では、みなさまの省エネ

対策を応援するため、省エネ対策に必

要な資金調達について、各種ローンを

ご用意しております。 

お気軽に当行へご相談ください。 

担当    TEL 

ＹａｍａｎａｓｈｉＣｈｕｏＢａｎｋ Ｓｕｐｐｏｒｔ Ｐｒｇｒａｍ   
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省エネ対策に関するアンケート 
 

今後の貴社への有益な情報提供、支援策のご提案等の資料とさせていただきますので、 
アンケートへのご協力をお願いいたします。 

 
 

１．省エネ対策をお考えですか？ 
①はい            ②いいえ 

 
２．省エネ設備への更新計画が具体的にありますか？ 

①ある（または検討中）    ②ない 
 
３．上記２．にて①ある（または検討中）と回答いただいた方には、補助金・税制措置等公的支

援策をご案内いたします。よろしければ、設備更新計画をお教えください。 

①時  期：       年      月頃 

②設  備：                 
   ※照明設備、空調設備、ボイラー設備、冷凍・冷蔵設備、生産設備（工作機械等）、輸送用機器等 

③投資規模：             百万円 
 

４．公的支援策を活用した省エネ診断をご案内いたします。診断のご希望はありますか？ 
①ある             ②ない 

 
５．補助金・税制措置等公的支援策や、省エネ対策に関する有益な情報をご提案いたします。１

ご連絡を希望する場合は、貴社ご担当者様をご記入ください。 

①連絡を希望する        ②連絡を希望しない 
 

貴 社 名  

ご担当者様  

ご連絡先   

Ｅ－ｍａｉｌ 
 

  
～～～ ご協力ありがとうございました。 ～～～ 

 
※本アンケートは、お取引店にお渡しください。 

 ※本情報は、当行およびグループ会社や提携会社の提供する金融商品やサービスに関するご提案に利用さ

せていただきます。 
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銀行名 北陸銀行 

タイトル ６次産業化ファンド出資事例 能登のワイナリーによるレストラン経営支援 

取組み内容 

 

【背景・経緯】 

・ Ｄ社は自社生産ぶどうを用いたワイン醸造・販売を主たる事業としている先。

今後の事業展開として、ワイナリーに併設したレストランの経営を検討してい

た。 

・ ワイン生産は在庫資金負担が大きく、さらに追加でレストランの建設を行うに

は、資金力が乏しい状況であった。 

 

【取組み内容】 

・ Ｄ社は、長期の安定した資金調達を希望しており、当行組成の『ほくりく 6

次産業化ビジネス成長ファンド』による出資の申込があった。 

・ ファンドによる出資検討の際には、料理専門家による当社のワインの品評や、

招聘する料理人との面談も重ねて、事業コンセプトの擦り合わせを綿密に実

施。 

・ また、事業対象エリアの商圏調査も含め、事業計画作成のサポートも行った。 

 

【成果】 

・ 出資決定後は、当行並びに、その他のファンド出資行の協力を得て、ワインの

商談会や物産展への出展をサポートし、当社ワインの認知度向上、販路の拡大

に協力。 

・ また、能登半島の景観の良い立地を生かして、旅行事業者との提携によるツア

ープランの作成も実施。 

・ 事業実施により、地元観光業界の活性化の一助となった。加えてレストランの

従業員は地元から採用し、地域の雇用にも貢献することができた。 

 

以 上 

 

16/53



 
 

銀行名 富山銀行 

タイトル 
地方創生に係る地域ブランド品のビジネスマッチング成約による新規融資

の取扱 

取組み内容 

平成 26年 12 月 27 日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」で

地域金融機関への役割発揮要請事項として、①地方版総合戦略の策定への協力、

②国の総合戦略や地方版総合戦略の推進に向けた協力、③地域における金融機能

の高度化に向けた取組み、の 3点が挙げられている。 

地方創生への貢献を目的として、各行政区の「地方版総合戦略」に積極的に関

わっている。 

富山県の中央部にある舟橋村の「舟橋村創生プロジェクト総合推進会議」に参

加しており、総合戦略の具体的な施策として「農事組合法人の収入拡大」を掲げ

ている。この取組みへの協力として、当行の連携先であるインクグロウ㈱との連

携により、地域ブランドの販路開拓につながるビジネスマッチング活動を行った。 

この活動の結果、舟橋村産こしひかり（日本一小さな村の希少価値の高い、甘

みたっぷりの美味しいお米）が大手薬局（東証一部上場）の上層客向けポイント

交換ＤＭ企画に掲載され、5kg 入り 3,500 袋が成約となった。 

このコシヒカリを生産した農事組合法人の設備資金（育苗施設資金）として新

規融資の取扱い。 

総合戦略に貢献したことにより、総合戦略を進めていく上での主体的な立場を

担っている。 

農事組合法人自身が自社のお米に自信を持ち、自ら積極的に販路開拓を行うよ

うになった。 
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銀行名 福井銀行 

タイトル 
「ふくい観光活性化ファンド」設立による地域活性化支援の取組み 

  （Ｈ27.8.5設立） 

取組み内容 

◆当行は、株式会社地域経済活性化支援機構と、「ふくい観光活性化投資事業有限 

 責任組合（ふくい観光活性化ファンド）」を設立しました。 

 

＜ファンド概要＞ 

 
＜ファンドスキーム図＞ 

 

 

◆「ふくい観光活性化ファンド」第１号案件として、「株式会社まちづくり小浜」 

 への投融資を実行しました。 

 

・㈱まちづくり小浜は、観光を軸とした小浜市全域の活性化を実現するため、市が過半数

を出資する観光まちづくり会社として 2010 年４月に設立されました。以来、道の駅の運営

や観光イベントの企画・運営・ＰＲ事業等、同市の観光活性化の中心的役割を担っており

ます。 

                                                      
 

18/53



 

銀行名 十六銀行 

タイトル 長良川ＤＭＯとの連携による観光産業への支援 

取組み内容 

 

〇十六銀行は、観光産業活性化に向け連携してきたＮＰＯ法人ＯＲＧＡＮが、東海

圏初の地域連携ＤＭＯ（長良川ＤＭＯ）に登録されたことを契機として、平成

28年5月30日に｢観光地域づくりに関する協定｣を締結した。 

 

〇これまでにＮＰＯ法人ＯＲＧＡＮが主体的に実施するイベント「長良川温泉泊覧

会」の運営（平成 24～）や、経済産業省事業地域資源活用ネットワーク形成支

援事業参画（平成27）、クラウドファンディングを活用した新規事業の資金獲得

への協力（平成28）等、多岐に渡る支援を行った。 

 

〇今後、本協定に基づき、平成28年4月に地方創生推進委員会内に新設した「観 

光産業部会｣を積極的に活用し、観光ＰＲを初め、効果的な資金調達手段の提供 

や創業者の支援を行うことで、観光産業の活性化に貢献していく。 
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銀行名 静岡銀行 

タイトル 事業性評価を活用した地域活性化への取組み 

取組み内容 

 

【経緯】 

Ａ社は静岡県東部にてサービス業を広く展開し、業況は安定推移していた。Ａ社代

表は地域活性化の観点から、集客力のある観光施設の建設を模索するなか、富士山

を望む三島市の立地を活かし、「日本一」の冠を付けた吊り橋の建設を検討してい

た。 

 

【支援内容】 

平成 21年 1月、当行はＡ社代表の地域活性化にかける強い意志を受け、吊り橋建

設の事業性について検討を開始。 

 

当行は、当時日本一であった吊り橋の視察等の結果、「富士山」という強力な観光

資源のある三島市であれば、観光客の増加を通じて地域貢献に資するだけでなく、

事業として成立すると確信。コンサルティング会社とともに事業性を評価し、事業

計画策定を支援。 

 

また、三島市内に店舗を有する金融機関を中心としたシンジケート団を組成し、Ａ

社の建設資金調達をサポート。工事は地元企業により施工され、平成 27年 12 月施

設オープンに至った。 
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銀行名 静岡銀行 

タイトル 地域インバウンド対応支援 

取組み内容 

 

静岡県において、中国人を中心とする訪日外国人観光客（インバウンド客）が急

増するなか、受入体制の整備が喫緊の課題となっており、当行では、地域のインバ

ウンド対応支援を積極的に推進。具体的には下記の取組みを実施した。 

 

（１）「指すだけ会話ナビ」の制作・配布 

・当行オリジナルの支援ツールとして、外国語を話せなくても外国人観光客との簡

単なコミュニケーションができる指さし会話シートを作成。韓国語、中国語、英

語の３ヵ国語に対応（中国語については簡体字と繁体字[台湾、香港]の２種類に

対応）しており、①宿泊施設編、②飲食店編、③タクシー編、④販売店編の４種

類を制作。 

・観光関連事業を営む取引先へ配布したほか、地方創生に関する連携協定を締結 

している市町や、富士山静岡空港、I Love しずおか協議会などとの連名版を  

制作のうえ連名とした各団体へ贈呈し、地方公共団体等のインバウンド対策にも

寄与。 

 

（２）中国出身行員によるインバウンドセミナーの開催 

・中国出身行員（静岡県内にキャンパスのある大学に通う外国人留学生を対象とし

た採用制度の第一期生）を講師とし、おもてなし中国語講座や、中国人旅行客対

応に関するアドバイスを実施。 

・平成27年度は静岡県内の主要観光地で9回開催。開催に当たっては、地方公共

団体、観光協会、商工会議所、商店街連盟、美しい伊豆創造センター等と連携。 

 

（３）銀聯カード対応端末導入や免税対応の啓発 

・浜松肴町発展会、I Love しずおか協議会、美しい伊豆創造センター等と連携し、

銀聯カードや免税対応の必要性を啓発するセミナー等を企画・開催している。 

・当行グループ内のクレジットカード会社と連携し、富士山静岡空港内の免税店に

設置されている銀聯カードに対応したクレジットカード端末について、入替  

および高機能化の支援を実施。 
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2015年12月

病気・ケガの対応

時午
前

部屋番号

はい
分

房间号码
房間號碼

Room number

楼
樓

Floor

是。
是。
YES

不是。
不是。
NO

天
宿(晚)
Night

人
人

Person

小时
小時
Hour

分钟
分鍾

Minute

日元
日元
Yen

分
分

minute

点
點

hour
什么时候
什麽時候
When

谁
誰

Who

为什么
爲什麽
Why

在哪里
在哪裡
Where

什么
什麽
What

多少
多少

How many

上午
上午
A.M.

下午
下午
P.M.

階 泊 人 時間 分 円

いつ だれが なぜ

どこで なにが いくつ

午
後

いいえ

121110987654321

外科

外科
外科
Surgeon

歯科

牙科
牙科
Dentist

小児科

小儿科
小兒科
Pediatrician

眼科

眼科
眼科
Ophthalmologist
（an eye doctor qualified to perform
　 surgery and prescribe drugs）

産婦人科

妇产科
婦産科
Obstetrician
and
Gynecologist

整形外科

骨科
骨科
Orthopedics

総合病院

综合医院
綜合醫院
General Hospital

内科

内科
內科
Internist

打撲

碰伤
碰傷
Bruise

やけど

烧伤
燒傷
Burn

けが

受伤
受傷
Injury

ねんざ

扭伤
扭傷
Sprain

くつずれ

鞋磨伤
鞋磨傷
Blister

ぎっくり腰

腰扭伤
腰扭傷
Strained back

下痢

腹泻
腹瀉
Diarrhea

吐き気

恶心
惡心
Nausea

消化不良

消化不良
消化不良
Indigestion

糖尿病

糖尿病
糖尿病
Diabetes

心臓病

心脏病
心髒病
Heart disease

肝臓病

肝脏病
肝髒病
Liver disease

アレルギー

过敏
過敏
Allergy

発熱

发烧
發燒
Fever

風邪

感冒
感冒
Cold

神経痛

神经痛
神經痛
Neuralgia

胸やけ

烧心
燒心
Heartburn

めまい

头晕
頭暈
Dizziness

ぜんそく

哮喘
氣喘
Asthma

じんましん

荨麻疹
荨麻疹
Urticaria (hives)

現在妊娠中です

怀孕
懷孕
I’m pregnant.

（けが／病人）がいます。

有人受伤（生病）了。
有人受傷（生病）了。
Someone is hurt/sick.

医者を呼んでください。

请叫医生来。
請叫醫生來。
Call a doctor, please.

您想到哪科的医院去看病？
您想到哪科的醫院去看病？
What kind of doctor would you like to see?

韓

簡

繁

英

病名は何ですか？

何科の病院に行きたいですか？

韓 您得的是什么病？簡 您得的是什麽病？繁 What’s the name of your disease?英

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

指 す だ け
会 話 ナ ビ

韓国語
中国語（簡体字）
中国語（繁体字）
〈台湾・香港〉
英語

韓

簡

繁

英

由于外语不通，请让我用这张纸跟您说话。
由于外語不通，請讓我用這張紙跟您說話。
I don’t speak foreign languages well, 
so I’d like to use these cards to serve you.

韓

簡

繁

英

韓国語韓 中国語（簡体字）簡 中国語（繁体字）〈台湾・香港〉繁 英語英

宿泊施設
編

おもてなしの
お手伝い

外国語に不自由なため
このシートを利用してお話させていただきます。
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Your room will be ready at 　　 (A.M. ／ P.M.).

チェックイン

请在这表上登记（姓名、护照号码等）。
請在這表上登記（姓名、護照號碼等）。
Please fill in these forms.

韓

簡

繁

英

チェックインをお願いします。

我要办理住宿手续。
我要辦理住宿手續。
Check in, please.

韓

簡

繁

英

私の名前は 　　 です。

パスポートをご呈示ください。 これらの用紙にご記入ください（お名前、パスポートナンバーなど）

お部屋は（禁煙／喫煙）どちらがよろしいですか？ チェックアウトタイムは 　　 時です

お支払いは何でされる予定ですか？ 非常口の確認をしておいていただけますか？

（現金〈日本円〉／トラベラーズチェック／クレジットカード） お部屋の準備ができるのは 　　　時からです

カード利用の方は恐れ入りますが、カードを確認させてください 申し訳ありませんが、このカードはご利用いただけません

ここには門限があります。　　 　時までにお戻りください

我叫 　　 。
我的名字是  　　。
My name is        .

韓

簡

繁

英

请出示护照。
請出示護照。
Please show your passport.

韓

簡

繁

英

请结账。
請結賬。
Checking out, please.

韓

簡

繁

英

您打算用什么方式付款？
您打算用什麽方式付款？
How would you like to pay?

韓

簡

繁

英

（现金〈日元〉/旅行支票/信用卡）
（現金〈日圓〉/旅行支票/信用卡）
(Cash〈￥〉 ／ Traveller’s check ／ Credit card)

韓

簡

繁

英

麻烦您，能让我确认一下您的信用卡吗？
麻煩您，能讓我確認一下您的信用卡嗎？
May we check your credit card to confirm 
if it’s acceptable?

韓

簡

繁

英

对不起，这卡不能使用。
對不起，這卡不能使用。
I’m afraid we don’t accept this card.

韓

簡

繁

英

请把钥匙还给前台。
請把鑰匙還給前台。
May I have your room key please?

韓

簡

繁

英

您用过小酒吧或者收费电视吗？
您用過小酒吧或者收費電視嗎？
Did you use room-bar or pay TV?

韓

簡

繁

英

请把付款单的内容确认一下。
請把付款單的內容確認一下。
Would you check the bill to make sure 
it’s correct?

韓

簡

繁

英

您用什么方式付款？
您用什麽方式付款？
How would you like to pay?

韓

簡

繁

英

用信用卡付款的话，请在这里签名。
用信用卡付款的話，請在這裏簽名。
If you are paying by credit card, 
please sign here.

韓

簡

繁

英

您需要什么样的房间（禁烟/吸烟）？
您需要什麽樣的房間（禁煙/吸煙）？
Which room would you prefer, 
(non-smoking ／ smoking)?

韓

簡

繁

英

退房时间是　　  点。
退房時間是　　  點。
The checkout time is　　  (A.M. ／ P.M.).

韓

簡

繁

英

请确认紧急出口的位置。
請確認緊急出口的位置。
Could you check the location of emergency 
exits in advance?

韓

簡

繁

英

We close the front doors at 　　 (A.M. ／ P.M.), so please return before then.

这里的关门时间是　　  点，请在此之前返回。
這裏的關門時間是 　　 點，請在此之前返回。

韓

簡

繁

英

房间在　　  点后能准备好。
房間在　　  點後能准備好。

韓

簡

繁

英

チェックアウト

会計をお願いします。 鍵をお返しいただけますか？

ミニバーまたは有料テレビのご利用はありましたか？ 請求書の内容を確認してください

お支払い方法は何ですか？ カード利用の方はこちらにサインをお願いします

滞在中

鍵を部屋に置いたまま、
部屋のドアを閉めてしまいました。

鍵がかかりません。

ルームナンバーを教えてください 何か必要なものはありますか？

お客様宛ての（荷物／FAX／メッセージ）を預かっています

请告诉我您的房间号码。
請告訴我您的房間號碼。
Please tell me 
your room number.

韓

簡

繁

英

我们保管着您的（行李/FAX/留言）。
我們保管著您的（行李/FAX/留言）。
We have a (package ／ FAX ／ message) for you.

韓

簡

繁

英

有您需要的东西吗？
有您需要的東西嗎？
Do you need anything?

韓

簡

繁

英

我把钥匙锁在房间里了。
我把鑰匙鎖在房間裡了。
I locked my key in my room.

韓

簡

繁

英

门锁不上。
門鎖不上。
I can’t lock my room.

韓

簡

繁

英

ばんそうこう

创可贴

創可貼

Band aid

爪きり

指甲刀

指甲刀

Nail clippers

包帯

绷带

绷帶

Bandage

体温表

體溫表

Thermometer

ドライヤー

吹风机

吹風機

Hair dryer

消毒液

消毒药

消毒藥

Disinfectant

ラインチェンジャー

上网用适配器

上網用適配器

Internet connector

ガーゼ

纱布

紗布

Gauze

枕

枕头

枕頭

Pillow

毛布

毛毯

毛毯

Blanket

アイロン

熨斗

熨斗

Iron

体温計

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

韓

簡

繁

英

韓国語韓 中国語（簡体字）簡 中国語（繁体字）〈台湾・香港〉繁 英語英

CARD

traveller'
s

check

CARD CARD

6

12

39
48

111

57

210

close

123

￥○○○○○

○○○○○

○○○○○

check!

BEER

￥○○○○○

CARD

123

123

FAX

connector

23/53



 
 

銀行名 静岡銀行 

タイトル 地方創生ローンによる地域開発資金の支援 

取組み内容 

【支援内容】 

・中小企業Ａ社は地域の中核企業。使用しなくなった自社工場を解体し、跡地活用

を検討するに当たり、地元ＮＰＯ法人と共同し、オフィスと賃貸住宅が一体化し

た街区を作り、「しごと」と「ひと」が集まる拠点づくりを検討していた。 

・職住隣接の環境を作り上げることで、当地区への移住促進および新たなビジネス

創出機会の創造を目的とした。 

・当行は本件事業費に対し、当社の地方創生に対する強い思いや本件ビジネスモデ

ルの将来的な成長性を評価し、当行の地方創生専用商品である「しずおか創生・

地域企業応援ローン※」により、資金調達を支援した。 

 

※しずおか創生・地域企業応援ローン 

 地方創生につながる地域資源の活用や、雇用拡大に向けた取り組みを金融面から

サポートすることを目的に、平成27年9月に取扱いを開始した融資制度。 

（平成28年5月末までの融資実行実績：33件／11,309百万円） 

 

 

【新事業の現状】 

・本件は地域への移住・定住および雇用創出につながる「地方創生」に資する案件

として支援。地元民間企業および当行の動きに呼応し、地元自治体も「事務所等

賃貸費用の補助」や「マッチング情報の提供」、「セミナー開催」などを通じて支

援を予定している。 

・現在、プロカメラマン、ＷＥＢデザイナー、スポーツイベントプロデューサーな

ど、様々な事業者が入居開始。Ａ社代表の考えとして、本事業は入居者それぞれ

の専門性を結集し、総合商社のような広がりのある機能を持たせるため、「入居

者は1業種1社」と決めており、多彩な職種のプロフェッショナルが集まるコミ

ュニティが創造されつつある。 
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銀行名 静岡銀行 

タイトル Ｍ＆Ａによる後継者問題の解決および地域医療体制の維持 

取組み内容 

 

・医療法人Ａは、創業４０年超、数百名のスタッフを抱える規模を誇り、地域の 

住民からも厚い信頼を集めていた。立地する地域には医療施設が乏しく、医療法

人Ａは、地域医療を支える重要な存在となっていた。 

・近年では、建物の老朽化も進みつつあったが、高齢となった理事長は後継者問題 

を抱えており、建替え等の大型投資は決断が難しい状況であった。 

・また、医療法人Ａでは医師全体の高齢化が進むも、立地が地方であることから若

手医師の採用も課題として抱えていた。 

 

・一方、都市部に立地する医療法人Ｂは、進んだ医療経営等を導入しており、若い

医師も多く抱えていたが、激しい競合の中、今後の業容拡大に関し打開策を検討

していた。 

 

・両法人と取引関係にある当行は、子会社であるコンサルティング会社等と連携 

 し双方のニーズや課題を分析、Ｍ＆Ａによる相乗効果を検証。 

・理事長同士の面談を重ね、経営理念や諸条件等、摺合せを進めていった。 

・また、Ｍ＆Ａに伴う医療法人特有の課題を県と事前調整を図るなど、多面的な 

支援により成約に至った。 

 

・検討の結果、医療法人Ｂが、医療法人Ａの理事長個人から出資持分の譲受を受け、

医療法人Ａを子会社化するスキームを採用。 

・これにより、医療法人Ａは後継者問題等の解決が図られ、医療法人Ｂは競合の 

少ない地域への進出が叶い、今後の業容拡大が期待される。 

・当面、医療法人Ａの理事長は留任するが、新たな経営管理システムの導入、人員、   

将来的な建替え等に向けた検討を開始している。 

・当行は、本Ｍ＆Ａに伴い、医療法人Ｂに対し、出資持分の買取り資金を融資した。 

＜スキーム＞ 

理事長等個人

医療法人Ａ 医療法人Ａ

医療法人Ｂ

【出資持分譲渡】

【100%】 【100%】

【譲渡前】 【譲渡後】

当行

【譲受資金】
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銀行名 滋賀銀行 

タイトル 地域における成長産業への支援 

取組み内容 

・畜産業者、一般社団法人滋賀県畜産振興協会、当行が三社契約を締結し、ABL（※）

を活用した第一号融資（近江牛担保、当座貸越 120 百万円）を、平成 27年 11 月

30 日に実行しました。 

（※ABL：次頁を参照下さい。） 

 

・三社契約締結のメリットは次の通りです。 

 ＜畜産業者＞ 

・一般社団法人滋賀県畜産振興協会より経営技術支援を受けることで、疾病等生

体特有のリスク軽減。 

 ・仕入等運転資金のタイムリーな調達により、 

①素牛価格（仕入価格）や飼料価格の高騰等による、資金繰りの負担軽減。 

②在庫量と今後の飼育頭数計画に応じた極度枠設定による資金調達健全化。 

・ABL の活用により、保証人（実母）を解除。 

 

＜当行＞ 

・一般社団法人滋賀県畜産振興協会から近江牛の管理ノウハウの提供や担保処分

に係る専門業者の紹介等、業務支援を受けることが可能となった。 

・ABLの取り扱いにより、次の①②が一層可能となった。 

①地域ブランドの育成、地方創生への寄与。 

②顧客と商流やビジネスモデルを共有し、密接な関係構築。 

以上 
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銀行名 京都銀行 

タイトル 企業の農業分野への進出に関するセミナーの開催 

取組み内容 

 

【経緯】 

・地方創生において、農林水産業の成長産業化は重要な課題として掲げられてい

る。また、平成28年4月の改正農地法施行により企業が農業に参入しやすくなり、

今後新たに農業分野へ進出する企業の増加が予想される。 

・ついては、取引先の農業への参入をサポートするため、セミナーを開催することと

なった。 

 

【取組み内容】 

・「～地方創生の実現に向けて～企業による農業への参入セミナー」の開催 

京都府の農業の実態と農地中間管理機構の活用、企業による農業への参入事例 

等の情報提供を行った。 

 

【取組みの効果】 

・企業の農業参入の機運を高めることができた。また、取引先企業の潜在的な 

ニーズの掘り起しにも繋がった。 

 

＜開催実績＞ 

開催日 開催場所 参加者 

平成28年 3月10日 京都銀行 本店 32名 
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銀行名  但馬銀行 

タイトル  観光ＤＭＯへの参画 

取組み内容 

【動機（背景）】 

 当行の営業エリアである但馬地域においては、近年、増加傾向にある外国人観光

客の増加を踏まえ、観光分野におけるインバウンド需要の取込みによる地域経済の

活性化に取組む必要があった。 

 当行営業エリアの自治体より、地域の観光関連事業者や地域金融機関を中心とし

た観光地域づくりの推進組織（観光ＤＭＯ）の設立について打診があった。 

 

【取組み内容、成果】 

 平成２８年６月に観光ＤＭＯの推進組織として、一般社団法人を設立した。 

 設立に際し、自治体、弊行を含めた地域の観光関連事業者および地域金融機関が

それぞれ出資を行った。 

 また、弊行より観光ＤＭＯへ職員１名を派遣している。 
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銀行名 中国銀行 

タイトル 地域資源を活用した産学官金連携事例 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・本件の事業地である岡山県新見市は日本国内では稀なフランスの銘醸地と 

同じ石灰岩土質で水はけがよく、ワイン生産に適したぶどうの産地の条件を

満たしていた。 

・当社は、平成21年から地域のぶどう園を引き継ぎ、ぶどう生産を開始。 

・当社は、新見市のぶどうを使用したワインのブランド化を目指し、新見市 

に働きかけを行ってきた。平成27年6月には新見市がワイン特区を取得。 

平成28年3月には新見ワイン生産組合を設立し、当社代取が組合長に就任。 

将来的には、域外からの誘客力のあるワインリゾートを形成し、地域の活性

化を図る。 

【取組み内容】 

・当社は、H22年から委託醸造にてワインを製造販売していたが、ワインの販路

が確立できてきたことから、自社ワイナリーの建設を計画。有名デザイナー

の片山正通氏がデザインを担当し、ワインリゾートの核となるシンボリック

なワイナリーの整備に取組む。 

・岡山理科大学とも連携し、優秀な人材を受入れ、最終的には地域内への就農、

定住につなげ、地域農業の活性化を図る。 

【効果】 

・当社と、商工会、当行が連携し、当社の事業性(強み、将来性)を分析し、事

業計画の作成を支援。 

・また、ワイン生産を志す生産者を域外から持続的に誘致するため、新見市や

岡山理科大学と連携体制を構築。 

・本件、ワイナリー建設にあたっては、上記の連携体制構築の取組みと、 

地域の雇用創出に対する当社取組みが評価され、平成27年度、総務省の「地 

域経済循環創造事業交付金」に採択された。 

【スキーム】 
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銀行名 阿波銀行 

タイトル 「瀬戸内ブランドコーポレーション」「せとうち観光活性化ファンド」を設立 

取組み内容 

一般社団法人せとうち観光推進機構と連携して、瀬戸内ブランド推進体制を構築

するため、「株式会社瀬戸内ブランドコーポレーション」に対して2,500 万円の出

資を行いました。 

 また、同社の取組みに関連し、「せとうち観光活性化ファンド」を組成しました。 

 「地方創生」において、地域金融機関の果たす役割が重要となる中で、瀬戸内7

行および日本政策投資銀行は、瀬戸内地域が国内外の多くの人から選ばれる地域と

なるために、観光関連事業者に対して必要な資金提供を行うことで、瀬戸内地域の

価値の最大化をめざしてまいります。 

 

【せとうち観光活性化ファンド概要】 

① 商 号：せとうち観光活性化投資事業有限責任組合 

② 組成日：平成28年4月1日 

③ ファンド総額：90億円（組成日時点） 

④ 無限責任組合員（GP）：株式会社せとうち観光パートナーズ 

⑤ 有限責任組合員（LP）：阿波銀行、中国銀行、広島銀行、山口銀行、百十四銀

行、伊予銀行、みなと銀行、日本政策投資銀行（DBJ）、海外需要開拓支援機構

（クールジャパン機構） 

 

＜せとうち観光活性化ファンド体制図＞ 
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銀行名 百十四銀行 

タイトル 農林漁業成長産業化ファンドを活用した６次産業化支援 

取組み内容 

【経緯】 

・事業多角化の一環としてアグリビジネスでの新規事業を模索していた重電機器製

造業者Ｓ社は、同地域でオリーブ果実を生産する農業法人Ｔ社と連携して、オリー

ブビジネス事業化の可能性調査を開始。 

・調査開始後、Ｓ社がT社より買取したオリーブ果実を加工業者へ持ち込み、オリ

ーブ製品への加工を委託すると同時に、現場研修を受けて加工技術を習得。 

・オリーブ果実の自社生産量の増加に伴い、加工委託先の製造処理能力を超える懸

念が出てきたことから、安定製造とクオリティ維持を図るため、自社加工場の建設

ニーズが発生。 

・当行ネットワークにより、上記動向に関する情報をキャッチし、同地域内にある

2社によるオリーブの6次産業化事業を立ち上げるため、6次産業化ファンド「百

十四6次化サポートファンド」活用を提案。 

 

【取組内容】 

・上記経緯から、オリーブ製品の製造内製化を進めるため、両社の共同出資により

オリーブ果実を加工販売する6次産業化事業体A社の設立を決定。 

・本件事業開始にあたり、当行が全面的にサポートして、事業収支シミュレーショ

ン、6次産業化認定に関する事業計画等を作成。併せて、関係機関ヒアリング等を

実施し、業界動向調査やリスク分析を行い、本件事業の実現可能性等についてアド

バイスを実施。 

・結果、6次産業化の認定取得により、同ファンドからの出資が決定。出資後は、

定期的なモニタリングによる情報交換や新たな販路紹介など、事業基盤の早期確立

に向けてアドバイスを実施。 

 

【効果】 

・6次産業化支援を通じて、県内農業の活性化を図るとともに、県産オリーブの付

加価値を向上させ、香川県が推進するオリーブ産業振興に寄与。 

・オリーブ生産拡大により、生産者の高齢化や後継者不在により年々増加している

耕作放棄地の解消も期待できる。 

・新規事業の立ち上げサポートにより、地元の雇用創出にも貢献。 
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銀行名 伊予銀行 

タイトル 「せとうちＤＭＯ」への参画による観光支援の取組み 

取組み内容 

瀬戸内地域の観光産業活性化に向け、地方銀行6行（広島、中国、山口、阿波、

百十四、みなと）および日本政策投資銀行とともに、瀬戸内ブランド推進体制（せ

とうちＤＭＯ）を構築し、観光関連分野に対する資金支援、経営支援の体制構築に

向けた取組みを推進している。 

 

１.経緯 

（１）平成27年7月 

  瀬戸内地域の地方銀行6行および日本政策投資銀行と瀬戸内地域7県で構成す

る瀬戸内ブランド推進連合が、「瀬戸内ブランド推進体制に関する協定」を締結。 

（２）平成28年4月 

  Ａ．㈱瀬戸内ブランドコーポレーションに発起人として2,500万円（4.42％）

の出資を行い、女性職員1名を派遣。 

 Ｂ．「せとうち観光活性化ファンド」へ10億円出資。 

 

２．せとうちＤＭＯの概要 
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銀行名 伊予銀行 

タイトル 「ものづくり支援チーム」による地域産業の課題解決の取組み 

取組み内容 

１．造船業界の課題に対する取引先サポート 

（１）具体的案件事例 

造船会社より船舶内の振動・騒音防止技術について課題があるとのニーズをキ

ャッチし、当行より防振素材開発企業を紹介し実証試験を開始した。本件取組み

を聞きつけた同業他社からも依頼があり、防振効果が期待できる素材の開発企業

を紹介し、現在、実船で効果確認中である。 

（２）活動内容 

当行は造船会社、エンジンメーカー等が出資する省エネ船舶関連技術開発企業

に出資し、同社会議等で先端技術情報等を提供するとともに、造船業界が抱える

技術的課題について情報収集を実施した。収集した情報については、県内企業と

連携し解決策について模索中である。今後は愛媛県等と連携し、炭素繊維複合素

材の船舶へ応用について、関係企業、団体等に提案の予定。 

 

２．「高品質フライアッシュ」に関わる県内企業の連携 

（１）具体的案件事例 

高品質フライアッシュの利用ニーズのある企業を同製品メーカーに紹介。高品

質フライアッシュを生コンに混ぜることを検討している。 

9月より高品質フライアッシュの生コンへの配合試験を開始予定であり、メー

カーからは100Kgのサンプルを送付予定である。 

（２）活動内容 

同製品メーカーは、火力発電所より排出される石炭灰より高品質フライアッシ

ュを作り、コンクリートに混ぜて良質のコンクリート混和材として販売してい

る。 

フライアッシュコンクリートのコストは通常のコンクリートと比べて 10％程

度上がるものの、長寿命、耐震性の高さ、施工性が良いなどの利点が多いことか

ら、愛媛県等の官公庁への販売を検討しているが、なかなか実績に繋がらないこ

とから当行に相談があったものである。 

当行が仲介して愛媛県を紹介し、愛媛県「新事業分野開拓者認定制度」で認定

されるに至った。 
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銀行名 四国銀行 

タイトル 量販店の６次産業化・農業法人設立支援 

取組み内容 

【経緯】 

（１） Ｂ社（スーパーマーケット他経営）社長から営業店担当者へ、農業参入

（有機野菜生産／川上に参入する 6 次産業化）に関する相談あり。お客

さまサポート部（現 法人サポート部）と連携し、農業参入（創業）支

援を開始。 

（２） 地域のモデルケースと成り得る取組みを支援するため、当行、日本政策

金融公庫（以下、公庫）、高知県、四万十町が支援チームを結成。 

 

【取組み内容】 

（１） 当行は支援チーム結成前に、事業スキームや新会社を設立する際の法人

形態に関する助言を行ったほか、今後の事業承継（経営承継）を見据え

た当プロジェクトへの後継者の参画を提案。 

（２） 支援チーム結成後は、高知県、四万十町が生産技術面や農業資材調達に

関する助言を行ったほか、高知県産業振興計画のアクションプラン申請

（補助金関連）を支援。資金調達スキームの構築では、当行と公庫が連

携し、当行プロパー資金、公庫／スーパーＬ資金・劣後ローンの活用を

提案。 

（３） 事業計画策定段階においては、Ｂ社の社長・後継者、支援チーム担当者

が参加した会議で、事業計画のブラッシュアップを行った。 

 

 

【成果】 

（１） Ｂ社は農業参入するにあたり、後継者を社長とした別法人Ｃ社を設立。

現在、有機野菜の生産を開始している。 

（２） 当行は、プロパー手貸 10 百万円（運転資金）、公庫スーパーＬ資金代理

貸5.5百万円（設備資金）を実行。公庫は劣後ローン10百万円を実行。 

（３） このほか、高知県産業振興計画のアクションプランにＣ社の事業が採択

された。 

 

以上 
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銀行名 筑邦銀行 

タイトル ＰＰＰ事業（自治体による電力小売事業）への取組み 

取組み内容 

 平成２７年２月設立の福岡県みやま市による地域電力会社「みやまスマート 

 エネルギー株式会社」による公民連携事業（PPP）を支援中。 

当行は投融資のみならず、事業への提言、専門家の紹介、販路開拓支援等 

 を通じて、みやま市が行うスマートエネルギー事業（地方創生への取組み） 

を支援している。 

  

【創業支援】 

当行は事業計画段階から関与し、資本金２０百万円の内、１百万円を出資して 

いる。尚、他にみやま市が１１百万円、地元企業が８百万円を出資している。 

また、当行行員が社外取締役に就任し、人的支援も行っている。 

 

【事業計画支援】 

 会社設立以降は、事業開始に向け、社内体制（運営・管理等）の構築に向け 

 たアドバイスや各種補助金申請の支援、専門家の紹介等、継続的な支援を 

 行っている。 

 

【電力事業支援】 

 平成２７年１１月、みやま市庁舎への電力供給が開始され、今後は市民 

 生活支援サービス（見守りサービスや買い物支援等）を融合した地域循環 

 型の事業の展開を進めている。 

  

同時に、電力需給管理については、みやま市、みやまスマートエネルギー㈱、 

九州大学、電機メーカーおよび当行でコンソーシアムを形成し、産官学金の連 

携による効率的な需給管理システムの実証実験を進めている（九州大学のビック

データ解析技術を活用）。 

 

 また、電力事業の運転資金等について、当座貸越枠を設定し、資金対応を 

 図っている。  

 

【取組み効果】 

上記のみやま市のスマートエネルギー事業への取組みは、2015年グッド 

デザイン賞の金賞を受賞しており、同市が進める地方創生の取組みが市内 

で広がってきている。 

 

エネルギーの地産地消として、みやま市も出資するソーラー事業（5メガ） 

等から再生可能エネルギーを調達し、みやま市の公共施設や民間事業者等 

への電力供給を行っており、地域循環型の事業が進捗している。 

※上記メガソーラー事業については、平成25～26年に当行が調整行となり、 

プロジェクトファイナンス形式の協調融資14.7億円を実行している。 
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銀行名 筑邦銀行 

タイトル ＡＢＬ（動産担保）を活用した融資の取組み 

取組み内容 

 

 肉用牛の生産を取組む畜産業者に対し、ＡＢＬを活用した融資を実行。 

 

 肥育牛農家より、経営規模拡大に取組む際の資金として相談があり、 

 動産（肥育牛）を担保とした融資取組みを行った。 

 

 ＡＢＬ取組みにより、動産のモニタリングが可能となり、取引先の 

 実態把握にもつながった取組み。 

 

 今後は、自社でのブランド化も検討しており、ビジネスマッチング等 

 を行い、継続した支援を実施していく。 
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銀行名 佐賀銀行 

タイトル 地域における成長産業への支援（６次産業化支援） 

取組み内容 

６次産業化支援の取組みとして、平成２５年１１月１日㈱農林漁業成長産業

化支援機構（以下、機構）の出資を活用して「６次産業化応援ファンド第 1号」

を設立、付加価値の高い「農林漁業（１次産業）」の資源を、２次・３次産業と

連携させ事業化を促進し、地域経済の活性化、地域再生、雇用拡大に寄与する

ことを目的に、行政や６次化サポートセンター、機構などの専門部署と連携し

ながら同ファンドの活用を中心に取組んでいます。 

 

機構と地域金融機関等が設立した６次産業化ファンドにおいて、平成２８年

４月１９日に県内で初めてとなる投資を決定し、（平成２８年６月１０日現在、

全国９４件の実績）同年６月３０日に実行しました。現在、その他に具体的な

案件もあり（４件）、今年度の出資に向けて弊行関連会社と、農林漁業成長産業

化支援機構と連携して取り組んでいます。 
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銀行名 佐賀銀行 

タイトル 医療機関（病院）病床機能転換の支援取組み事例 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・一般60床（15対 1）、医療療養60床（基本料2）のケアミックス病院。 

・同病院経営者より、これまで安定していた病床稼働率が低下基調（これまで多か

った基幹病院Ｂ医療センターからの患者受入減）にあり体制面の見直しが必要と

考え、今後の医療動向を踏まえた当病院の方向性をアドバイスしてほしいとの依

頼を受けました。 

 

【取組み内容】 

・方向性検討にあたり、下記事項の調査を行いました。 

 ○病院周辺（医療圏）人口動態、今後の推移 

○近隣急性期病院（患者紹介先）の状況 

○近隣競合先病院（慢性期病院）の状況・動向 

・上記調査事項より基幹病院Ｂ医療センターからの患者転院減少要因のひとつとし

て在宅復帰機能強化加算未取得がある可能性を示唆し、他近隣病院で在宅復帰機

能強化加算算定病院を調べたところ、公表ベースで近隣に3病院が取得運営して

いました。 

・他病院動向を踏まえ現状病床機能維持での経営では地域包括ケアシステムのなか

での連携・機能充実は厳しいものと判断し、下記内容での病床転換策を提案しま

した。 

 ①医療療養2 ⇒ 医療療養1 へ 

②医療療養病棟の在宅復帰機能強化加算の算定 

③一般病床15対1 ⇒ 回リハ・地域包括ケア病棟への転換模索 

・最終的に現状運営体制で即時取組可能であった①を採用頂く。 

・医療療養2⇒1への転換において、必要事項となる 

「既往入院患者医療区分の状況」、「必要人員体制の補充人員の検証等支援」も行う。 

 

【取組みの効果】 

・結果として従来入院患者での医療区分要件はクリア、補充人員も2名程度で賄え

ることが確認できたことより、半年内での転換が可能となり早期転換に至りまし

た。 

・また、今回見送りとなった項目（②③）の将来取組みを見据え、周辺医療介護事

業者（近隣急性期病院をはじめクリニック・介護事業者）についても院長が接点・

関係構築を行うこととなり、連携意識の向上に寄与できました。それにより病床

稼働率も転換前比較で10％程度改善しました。 
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銀行名 親和銀行 

タイトル 「水産事業者向け個別相談会」の開催（産学連携の取組強化） 

取組み内容 

 

長崎県の海面漁業・養殖業生産量は 26万 5千トン、生産額は 921 億円で、と

もに全国 2位（平成 25年）となっており、水産業は加工・流通業や造船業など

の幅広い関連産業を支える基幹産業である。 

一方、水産関連業者は、燃油や飼料高騰等による経営環境の悪化や後継者不足に

より漁業経営者数が減少し、さらには様々な課題を専門家に相談する場が少ないの

が実情である。 

このような中、水産業の振興を図るため、連携協定を締結している長崎大学（水

産学部）と当行が主催、長崎県、松浦市、平戸市が後援となり、松浦市において「基

調講演」ならびに「個別相談会」を平成28年3月8日に開催した。 

個別相談会には19の業者が参加し、主催者である大学は、教授、准教授10名 

大学院生 5 名、総勢 15 名、1 回の相談に 3 名体制の人員を配置した。長崎県、松

浦市、平戸市は補助金による支援を、親和銀行は来場者の募集案内を行った。 

基調講演は、長崎大学水産学部の教授2名により、「養殖魚の安全と安心」、「第

三者の目線を活かす」と題して各20分程度行った。 

個別相談会は、参加者から事前に提出いただいた相談内容について、大学から 

専門的なアドバイスを受ける形で進めた。  

この産学連携の取組みは、今後も離島を含めた県内各地域で開催していくことと 

している。 
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銀行名 肥後銀行 

タイトル 食と観光に関するフェア実施による国内外に向けた情報発信 

取組み内容 

【経緯】 

・これまで県内ものづくり産業ＰＲの機会創出をメインに「産業ビジネスフェ

ア」を８回開催し、県内ものづくり産業界や関係機関などに対して、地域金融

機関としての一定の役割を果たしてきた。 

・昨今の「地方創生」気運の高まりから、「ものづくり」に特化したフェアを刷新

し、“熊本の魅力と可能性”を発信するイベントへ発展させたいと検討。 

・熊本県の主要産業である農業と観光を中心とし、各自治体、農業団体、地場企業、

大手企業等と連携した地域色豊かなイベントを実施。 

 

【取組み内容】 

・「熊本の魅力と可能性を世界へ発信」をコンセプトに、展示ゾーンを大きく 3 つ

に分け、地域観光資源の紹介や農林水産分野の技術紹介を実施。 

①熊本の「農」の力ゾーン 

県内企業による食品加工業の技術紹介や試食販売 

②熊本の地域の力ゾーン 

 各市町村よる観光・伝統・祭り・特産品の展示・販売 

③熊本の可能性ゾーン 

 熊本から明日と未来を繋ぐ技術力を発信する企業の展示 

・その他、全長約 9mの巨大スクリーンによる熊本の自然風景放映、農業関連団

体の協力を得て作成した穀物や花で作られたオブジェ、県産野菜を使用した

巨大タワー等を展示。 

・また、海外へ向けた情報発信を行うため、外国人留学生等の誘致を行った。 

 

【成果】 

・2 日間で約 16 千人が来場し、アンケート回答者の 8 割以上が「良かった」と回

答する等、満足度の高いフェアとなった。 

・来場者については、初めて知る企業が多かったことや、熊本の農林漁業に興味が

湧いたとの声が多数あり、「熊本の魅力の再発見」に繋がった。 

・熊本大学、立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）から合計約 30 ヵ国、150 名の外

国人留学生を誘致。海外に向かって熊本の魅力を300件以上の情報を発信。 

・外国人留学生を中心市街地にも誘導し、マーケティング活動を実施。外国人対応

に関する課題抽出に繋がった。 
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銀行名 肥後銀行 

タイトル 県内医療機関への取引推進 

取組み内容 

【経緯】 

・医療費の適正化を図るべく、都道府県毎に病床削減を含む病床再編が求められて

いる。特に、介護療養病床は平成 30 年 3 月に廃止が予定されており、各医療機

関では、自院の病床機能の再編が大きな関心事となっている。 

・また、県内医療機関では理事長の高齢化が進んでおり、好業績を重ねてきた医療

機関にとっては、医療法人の事業承継が大きな課題であり、国は、医療法人の継

続性を確保の為、事業承継における優遇策を展開。 

【取組み内容】 

・県内の公的医療機関等を除く病院に対して、病床再編ニーズ及び事業承継ニーズ

のヒアリングを実施。 

・病床再編の事例及び介護施設への転換事例等を紹介し、病床転換に伴う融資対応

を実施。 

・事業承継の意向がある医療機関に対しては、医療法人における事業承継の概要説

明やスキーム提案を実践。事業承継に伴う納税資金等の融資対応実施によりサポ

ート。 

【成果】 

・病床再編を検討する医療機関に対して、実例を示し病床再編を後押し。 

・事業承継支援による医療機関の継続性確保に寄与 
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銀行名 宮崎銀行 

タイトル オール宮崎産の地ビール製造支援の取り組み 

取組み内容 

 

1.取組み経緯 

・「宮崎ひでじビール株式会社」は、宮崎県内唯一の地ビール・発泡酒専門メ

ーカー。 

・地ビールメーカーでは数少ない自家培養酵母を使用。 

・従来、輸入に頼っていた麦芽を宮崎県産に切り替え、オール宮崎産の地ビ

ールを製造。 

・県産大麦や果樹など地元の素材を積極的に使用して商品開発・製造。 

・増産要請に応じた設備投資を計画 

 

 

2.取組み内容 

 ・工場増設資金の一部について、国の補助事業を紹介し、総務省が本案件を

補助事業として採択。 

 ・設備資金の一部について、当行融資を利用。 

 

 

3.取組み成果 

 ・設備投資が売上増加に繋がり、当社の成長戦略に貢献。 

・県産大麦や果樹などの地元農産物の消費拡大。 

・「地産外消」により大消費地からの外貨獲得。 

・新規雇用者数 11 名。 

・当行との融資取引拡大。 
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銀行名 宮崎銀行 

タイトル 「妙 見
みょうけん

温泉郷」活性化への取組み 

取組み内容 

 

1.取組み経緯 

・幅広い業種を対象に、株式・社債引受等の多様な資金調達手段を提供する

ことで、地元企業の成長を支援し、地方創生に貢献するため、平成 27 年

10 月に宮銀ベンチャーキャピタル（株）と共同で「みやぎん地方創生 1号

ファンド（5億円）」を組成。 

 

2.取組み内容 

 ・鹿児島県霧島市の妙見温泉郷にある「株式会社おりはし旅館」に対し、抜

本的リニューアル資金を支援。 

 ・「みやぎん地方創生ファンド」「宮崎銀行（国分支店）」「日本政策金融公庫」

の協調で資金対応。 

・ビジネスマッチング（ホームページ作成業者の紹介）、グループ会社である

宮銀リース、宮銀カードの紹介等、資金対応以外の面でも支援。 

 

3.取組み成果 

 ・当旅館を含めた妙見温泉郷は、霧島と並び立つ当地観光の要であり、地域

経済・観光の活性化および雇用の創出に繋がっている。 

 

～ 参 考 ～ 

・創業明治 12年、いで湯の里と称される妙見温泉郷で最古（発祥）の宿。 

・創業の発端である「キズ湯」を活かした湯治場として人気。 

・天降川河畔、奥山をとり巻く７万坪余りの広大な敷地に点在する新旧の宿、自

然林、渓流の風情あり。 

・源泉 100％の湯殿と露天風呂、地元鹿児島の食材を活かした、おもてなしの料

理を提供。 

・鹿児島空港より車で約 20分、ＪＲ隼人駅より車で約 15分と立地良好。 
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銀行名 鹿児島銀行 

タイトル 自治体向け観光商談会 

取組み内容 

 

（１）目的 

・東京都内の旅行会社および出版社を中心とした20社程度との観光商談会を昨年

度に引続き、自治体（広域連携先含む）向けに開催し、以下の支援を実施する。 

 ①鹿児島への観光客誘致の支援 

 ②観光客送客に向けた旅行会社のニーズ把握および市町村単位での旅行会社と

のネットワーク構築支援 

・また、今回は熊本地震復興支援として、同じ九州フィナンシャルグループである

肥後銀行を通じ、熊本県内自治体にも出展を提案する。 

 

（２）内容 

・日時＝平成28年9月1日(木)～2日(金) 

・会場＝池袋サンシャインシティ ワールドインポートビル5Ｆ 

・主催＝当行・北洋銀行による共催 

・出展者(予定)：13団体（広域連携先含む）、計24自治体 

 （鹿児島：11団体） 

観光かごしま大キャンペーン推進協議会、鹿児島市、出水市、指宿市、霧島市、

薩摩半島観光振興協議会①、同協議会②、薩摩川内市観光物産協会、大隅広域

観光開発推進会議、鹿屋市、阿久根市 

 （熊本：2団体） 

  熊本県・熊本市、天草市 

・出展費用＝当行負担（旅費・交通費のみ出展者負担） 

 

（３）本商談会によって想定される効果（前回実績含む） 

（出展者） 

 ・複数の旅行会社や出版会社とのネットワーク構築。 

 ・自市町村によるバイヤーへの観光資源の直接的なＰＲ機会の獲得。 

（バイヤー） 

 ・市町村単位目線での、より深堀りされた観光資源の情報収集。 

 ・県内の観光周遊ルート形成への一助。 
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銀行名 鹿児島銀行 

タイトル システムソフトを活用した医業分野の推進について 

取組み内容 

 

１．背景と目的 

平成19年に医業分野の推進に特化した専担部署を立ち上げ、以降医療・介護・福

祉事業者向けの支援を行ってきた結果、同分野への与信残高は 2,700 億円を突破

し、純一般向け貸出残高に占める割合は 20％に迫る勢いとなった。営業推進とリ

スク管理の両面における活用、並びに取引先の事業性評価への活用を目的に医療介

護営業支援システムTrovo-medicalを開発した。 

 

２．システムの特徴 

・全国の医療・介護・保険薬局の最新情報を瞬時に検索 

・競合先との比較やマッピング分析が容易 

・全国の二次医療圏の人口推移や病床数を予測 

・病診連携や地域包括ケアを可視化し、イメージ図にて表示 

 

３．活用事例 

・厚生労働省が提唱する2025年モデルに向けて病床機能分化への動きが活発化し

ているが、取引先の経営層との今後の方針に関する意見交換において本システム

のデータを活用している。 

・本システムのデータベースを医薬品企業や不動産管理会社でも利用しており、業   

種を超えた情報交換会を定期的に開催している。 

 

４．システム開発元について 

・開発元  株式会社サザンウィッシュ 

・株主   鹿児島銀行、野村総合研究所 他 

・設立日  平成27年 4月10日 

・事業内容 システムソフト開発、システムコンサルティング等 
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